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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相 続 時 精 算 課 税 選 択 届 出 書 

 
住  所 

又は 

居  所 

 〒      電話(    -    -    )

 

 

フリガナ  

氏 名 

（生年月日） 

                  ○印   

（大・昭     年   月   日） 

 

 

 
    平成  年  月  日 

 

 

         税務署長 殿 

受

贈

者 

特定贈与者との続柄  

 

 私は、下記の特定贈与者から平成   年中に贈与を受けた財産については、相続税法第21条の９
第１項の規定の適用を受けることとしましたので、下記の書類を添えて届け出ます。 
 

記 

１ 特定贈与者に関する事項 
 

住  所

又は居所
 

フリガナ  

氏  名
 

 

生年月日 明・大・昭     年   月   日 

 
２ 年の途中で特定贈与者の推定相続人となった場合 
 

推定相続人となった理由  

推定相続人となった年月日 平成   年   月   日 

 
３ 添付書類 

次の（１）～（４）のすべての書類が必要となります。 
なお、いずれの添付書類も、贈与を受けた日以後に作成されたものを提出してください。 
（書類の添付がなされているか確認の上、□に✓印を記入してください。） 

 
（１）□ 受贈者の戸籍の謄本又は抄本その他の書類で、次の内容を証する書類 

① 受贈者の氏名、生年月日 
② 受贈者が特定贈与者の推定相続人であること 

 
（２）□ 受贈者の戸籍の附票の写しその他の書類で、受贈者が 20歳に達した時以後の住所又は居所を証

する書類(受贈者の平成 15 年１月１日以後の住所又は居所を証する書類でも差し支えありませ
ん｡) 

 
（３）□ 特定贈与者の住民票の写し又は特定贈与者の戸籍の附票の写しその他の書類で、次の内容を 

証する書類 
① 特定贈与者の氏名、生年月日 
② 特定贈与者の 65 歳に達した時以後の住所又は居所（特定贈与者の平成 15 年１月１日以後の

住所又は居所を証する書類でも差し支えありません｡） 
 

（注）租税特別措置法第 70 条の３((特定の贈与者から住宅取得等資金の贈与を受けた場合の 
相続時精算課税の特例))の適用を受ける場合には、②の書類は「平成 15 年１月１日以後の 
住所又は居所を証するもの」となります。 

 
（４）□ 相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書その他の書類で、特定贈与者が相続時精算 

課税選択届出書の提出により相続時精算課税の適用を受ける財産に係る贈与をしたことを明らか
にする書類(｢相続時精算課税に係る財産を贈与した旨の確認書｣の用紙は税務署にあります｡) 

 
（注）この届出書の提出により、特定贈与者からの贈与については、特定贈与者に相続が開始するまで 

相続時精算課税の適用が継続されるとともに、その贈与を受ける財産の価額は、相続税の課税価格に 
加算されます（この届出書による相続時精算課税の選択は撤回することはできません｡)。 

 
 

作成税理士              ○印  電話番号  

 

※ 税務署整理欄 届 出 番 号 － 名 簿      確認  

（注） ※印欄は記入しないでください。                          （資５－４２－Ａ４統一）（17.10） 

○
「
相
続
時
精
算
課
税
選
択
届
出
書
」
は
、
必
要
な
添
付
書
類
と
と
も
に
申
告
書
第
一
表
及
び
第
二
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成　　　年分贈与税　　　　　通知書 （通知用）
及び加算税の賦課決定通知書

第 号
住所

平成 年 月 日
氏名 殿

税務署長

平成　　　年分贈与税及びその加算税について、下記のとおり　　　　　　及び加算税の賦課決定をします。

記

○この通知により新たに納付すべき又は減少する税額

納税猶予税額控除後の

本税の額 加算税の額

円 円 円

円

○課税標準等及び税額等の計算明細

円 円 円

○加算税の額の計算明細

円 円 円 円

円 円

円 円 円 円 円 円

○この通知に係る処分の理由 ○延滞税の計算方法（国税通則法第60条、第61条、第118条、第119条及び租税特別措置法第94条）

（注）

区　　　　　　　　　　　　分

（
第
一
表

）

00
申 告 期 限 ま で に 納 付 す べ き 税 額

⑬ 00 00
（⑪－⑫）

納付すべき

減 少 す る

（①－②－③）

財産の価額の合計額（課税価格）

配 偶 者 控 除 額

00,000

,000④

＝

納付すべき
本税の額
（注１）

7.3%（注２）
納期限の翌日から2月を
経過した日以後は14.6%

法定納期限の翌日
から完納の日まで

× ×

３６５

延滞税の額
（注４）

延滞税の割合 期間（日数）（注３）

　申告
加算税

重加算税

納付すべき

減 少 す る

納付すべき

減 少 す る

⑱ 加 算 税 の 額
　（ ⑭ × ⑯ と ⑮ × ⑰ と の 合 計 額 ）

⑮ ⑭のうち国税通則法第 条第2項の規
定による加算額の基礎となる税額

⑯ ⑭ に 対 す る 加 算 税 の 割 合

区　　　　　　　　　　分

0,000

0,000

⑰ ⑮に対する加算税の割合

⑭ 加 算 税 の 基 礎 と な る 税 額

申 告 加 算 税　　
賦　課
決定額

変更決定後の
賦課決定額

減少する額
変更決定後の
賦課決定額

0,000
0,000 0,000

減少する額

0,000

賦　課
決定額

重　加　算　税

差 引 税 額 の 合 計 額
（ 納 付 す べ き 税 額 ( ⑦ ＋ ⑨ ) ）
納 税 猶 予 税 額

基 礎 控 除 額

② 及 び ③ の 控 除 後 の 課 税 価 格

課 税 価 格 の 合 計 額 （ ① ＋ ⑧ ）

00 00

00 00⑫

Ⅰ
　
暦
年
課
税
分

特定贈与者ごとの差引税額の合計額

④ に 対 す る 税 額

外 国 税 額 の 控 除 額

差 引 税 額 （ ⑤ － ⑥ ）

特定贈与者ごとの課税価格の合計額
相
　
続
　
時

精
算
課
税
分

Ⅲ
　
合
計

⑨

00

00

00,000 00,000

,000 ,000

調　査　額 増減(△)差額当初課税額(　　　額)

⑩

⑪

⑤

⑥

⑦

⑧

１　本税の額が10,000円未満の場合には、延滞税を納付する必要はありません。
　　また、本税の額に10,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てて計算してください。
２　平成12年1月1日以降の延滞税の割合は、年単位(1月1日～12月31日)で適用することとなります。
　　具体的には次のとおりです。
　・　納期限の翌日から2月を経過する日まで･･･年｢7.3%｣と｢前年の11月30日において日本銀行が定める
　　基準割引率＋4％｣のいずれか低い割合
　・　納期限の翌日から2月を経過した日以後･･･年｢14.6%｣
３　５に期間の記載がある場合には、その期間を差し引いた日数により延滞税の額を計算してください。
４　延滞税の額が1,000円未満の場合は､納付する必要はありません｡また､延滞税の額に100円未満の端
　数があるときは、これを切り捨ててください。
５　あなたの場合は、国税通則法の規定により(自　・　・　至　・　・　)の期間は、上記の計算期間に
　含まれないことになっています。

○　この更正又は決定が申告期限から1年を経過してされた場合で､その国税等を一時に納付することができ
　ないと認められるときは､原則として納期限内にされた申請により､1年以内の期間､納税の猶予が認められ
　ます。

本税 の額

 ○　納付すべき税額及び延滞税（納税猶予税額がある人は、納税
　 猶予税額控除後の本税・加算税の額及び延滞税の額）は、同封
　 の納付書により平成　 年　　月　　日までに日本銀行（本店、
　 支店、代理店及び歳入代理店(郵便局を含む。)）又は当税務署
　 へ納付してください。
 ○　既に納付した税額がこの通知により減少する場合で、他に未
　 納の税額がないときは、銀行等の預貯金口座への振込み又はゆ
　 うちょ銀行、郵便局の窓口払いの方法により還付することにな
　 ります。

①

②

③

Ⅱ

100 100

100 1005
100

5
100

印

平成　　　年分贈与税　　　　　通知書 （通知用）
及び加算税の賦課決定通知書

第 号
住所

平成 年 月 日
氏名 殿

税務署長

平成　　　年分贈与税及びその加算税について、下記のとおり　　　　　　及び加算税の賦課決定をします。

記

○この通知により新たに納付すべき又は減少する税額

納税猶予税額控除後の

本税の額 加算税の額

円 円 円

円

○課税標準等及び税額等の計算明細

円 円 円

○加算税の額の計算明細

円 円 円 円

円 円

円 円 円 円 円 円

○この通知に係る処分の理由 ○延滞税の計算方法（国税通則法第60条、第61条、第118条、第119条及び租税特別措置法第94条）

（注）

区　　　　　　　　　　　　分

（
第
一
表

）

00
申 告 期 限 ま で に 納 付 す べ き 税 額

⑬ 00 00
（⑪－⑫）

納付すべき

減 少 す る

（①－②－③）

財産の価額の合計額（課税価格）

配 偶 者 控 除 額

00,000

,000④

＝

納付すべき
本税の額
（注１）

7.3%（注２）
納期限の翌日から2月を
経過した日以後は14.6%

法定納期限の翌日
から完納の日まで

× ×

３６５

延滞税の額
（注４）

延滞税の割合 期間（日数）（注３）

　申告
加算税

重加算税

納付すべき

減 少 す る

納付すべき

減 少 す る

⑱ 加 算 税 の 額
　（ ⑭ × ⑯ と ⑮ × ⑰ と の 合 計 額 ）

⑮ ⑭のうち国税通則法第 条第2項の規
定による加算額の基礎となる税額

⑯ ⑭ に 対 す る 加 算 税 の 割 合

区　　　　　　　　　　分

0,000

0,000

⑰ ⑮に対する加算税の割合

⑭ 加 算 税 の 基 礎 と な る 税 額

申 告 加 算 税　　
賦　課
決定額

変更決定後の
賦課決定額

減少する額
変更決定後の
賦課決定額

0,000
0,000 0,000

減少する額

0,000

賦　課
決定額

重　加　算　税

差 引 税 額 の 合 計 額
（ 納 付 す べ き 税 額 ( ⑦ ＋ ⑨ ) ）
納 税 猶 予 税 額

基 礎 控 除 額

② 及 び ③ の 控 除 後 の 課 税 価 格

課 税 価 格 の 合 計 額 （ ① ＋ ⑧ ）

00 00

00 00⑫

Ⅰ
　
暦
年
課
税
分

特定贈与者ごとの差引税額の合計額

④ に 対 す る 税 額

外 国 税 額 の 控 除 額

差 引 税 額 （ ⑤ － ⑥ ）

特定贈与者ごとの課税価格の合計額
相
　
続
　
時

精
算
課
税
分

Ⅲ
　
合
計

⑨

00

00

00,000 00,000

,000 ,000

調　査　額 増減(△)差額当初課税額(　　　額)

⑩

⑪

⑤

⑥

⑦

⑧

１　本税の額が10,000円未満の場合には、延滞税を納付する必要はありません。
　　また、本税の額に10,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てて計算してください。
２　平成12年1月1日以降の延滞税の割合は、年単位(1月1日～12月31日)で適用することとなります。
　　具体的には次のとおりです。
　・　納期限の翌日から2月を経過する日まで･･･年｢7.3%｣と｢前年の11月30日において日本銀行が定める
　　基準割引率＋4％｣のいずれか低い割合
　・　納期限の翌日から2月を経過した日以後･･･年｢14.6%｣
３　５に期間の記載がある場合には、その期間を差し引いた日数により延滞税の額を計算してください。
４　延滞税の額が1,000円未満の場合は､納付する必要はありません｡また､延滞税の額に100円未満の端
　数があるときは、これを切り捨ててください。
５　あなたの場合は、国税通則法の規定により(自　・　・　至　・　・　)の期間は、上記の計算期間に
　含まれないことになっています。

○　この更正又は決定が申告期限から1年を経過してされた場合で､その国税等を一時に納付することができ
　ないと認められるときは､原則として納期限内にされた申請により､1年以内の期間､納税の猶予が認められ
　ます。

本税 の額

○　納付すべき税額及び延滞税（納税猶予税額がある人は、納税猶
　予税額控除後の本税・加算税の額及び延滞税の額）は、同封の納
　付書により平成   年  　月  　日までに日本銀行(本店、支店、
　代理店、歳入代理店(郵便局を含む。)）又は当税務署に納付して
　ください。
○　減少する税額が既に納付されている場合において、未納の国税
　等がないときは、金融機関等の預貯金口座への振込み又は郵便局
　の窓口での受取りの方法により還付することになりますので、後
　日、改めてお知らせします。

①

②

③

Ⅱ

100 100

100 1005
100

5
100

印
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新規） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

相続（包括遺贈を含む。）により承継する贈与税及び加算税について 

 

 あなたが、被相続人          殿の相続（包括遺贈を含む。）により承継する贈与税

及び加算税の額（「平成  年分贈与税   通知書及び加算税の賦課決定通知書」の「○この通

知により新たに納付すべき又は減少する税額」の各欄の金額）は、国税通則法第５条の規定により

民法第900条《法定相続分》、同法第901条《代襲相続人の相続分》、同法第902条《遺言による

相続分の指定》に定める割合に従い、次のとおり計算されています。 

 
１「      本税の額」欄の税額 
 
 （基礎となる税額）       （相続分） 
                                   

 

 

 
 
 
 
 
 

２「      加算税の額」欄の税額 
 

               イ   申告加算税に対応する本税の額         円 

  上記１のＡの税額の内訳  ロ 重加 算税に対応する本税の 額         円 

               ハ 上 記 以 外 の 本 税 の 額         円 

 ⑴    申告加算税 

 （基礎となる税額）       （加算税の割合） 

                

                  
 
 
 
 
 

   申告加算税の額（Ｂ＋Ｃ）  

 ⑵ 重加算税 

（基礎となる税額）       （加算税の割合） 

                
 

 

 
 
 
 
３「納税猶予税額控除後の      本税の額」欄の税額 
 

（基礎となる税額）       （相続分） 
                                   
 
 

 
 
 

 

（  ）枚のうち（  ）枚目 

 

× 

（ 

通 

知 

用 

） 納付すべき 

減 少 す る 

（注） 「（基礎となる税額）」は、「平成 年分贈与税  通知書及び加算税の賦課決定通知

書」の「○課税標準等及び税額等の計算明細」の「⑪差引税額の合計額（納付すべき税

額（⑦＋⑨）」の「増減（△）差額」欄の額です。 

（資５－61－１－Ａ４統一） 

＝ 円 円 ／ 

× 

（注） 「（基礎となる税額）」は、「平成 年分贈与税  通知書及び加算税の賦課決定通知

書」の「○課税標準等及び税額等の計算明細」の「⑬申告期限までに納付すべき税額（⑪

－⑫）」の「増減（△）差額」欄の額です。 

＝ 円 円 ／ 

（注） 上記⑴、⑵の基礎となる税額とは、「上記１のＡの税額の内訳」のイ、ロの本税の額

の10,000円未満の端数を切り捨てたものです。 

× ＝

× ＝

円 

円 

円 

5／100 

／100 ０，０００円 

０，０００円 

Ｂ 

Ｃ 

納付すべき 

減 少 す る 

上記１のＡの税額の内訳 
※ イ以外の金額があるとき

は、｢加算税の基礎となる税額
の計算明細書(贈与税)｣によ
り各金額を計算しています。 

× ＝ 円 ／100 ０，０００円 

（基礎となる税額）       （加算税の割合（国税通則法第   条第 2項適用分）） 

納付すべき 

減 少 す る 

Ａ
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（通知用）

氏名 殿

この表は、「平成　　年分贈与税　　　　　通知書及び加算税の賦課決定通知書」第一表の「○課税標準等及び税
額等の計算明細」の「Ⅱ　相続時精算課税分」欄の特定贈与者ごとの計算明細です。

○課税標準等及び税額等の計算明細

円 円 円

⑧

特 別 控 除 額
（⑩の金額と⑫の金額のいずれか低い金額）

特 別 控 除 額 の 残 額 （ 2,500 万 円 － ⑪ ）

 平成　　　年分贈与税　　　　　通知書
 及び加算税の賦課決定通知書

⑩

④

⑦

財 産 の 価 額 の 合 計 額 （ 課 税 価 格 ）

00 00

⑫

⑭

,000 ,000⑮

⑱差 引 税 額 （ ⑯ － ⑰ ）

⑯

⑰

翌 年 以 降 に 繰 り 越 さ れ る 特 別 控 除 額
（ 2,500 万 円 － ⑪ － ⑬ ）

⑮ に 対 す る 税 額 （ ⑮ × 20 ％ ）

外 国 税 額 の 控 除 額

⑬ の 控 除 後 の 課 税 価 格 （ ⑩ － ⑬ ）

当初課税額(　　　額) 調　査　額 増減(△)差額

特定贈与者の氏名

区　　　　　　　　　　　　分

① の う ち 住 宅 取 得 等 資 金 の 額 ②

① の う ち 住 宅 取 得 等 資 金 及 び 特 定
同 族 株 式 等 以 外 の 額 （ ① － ② － ③ ）

翌年以降に繰り越される住宅資金特別控除額
（ 1,000 万 円 － ⑤ － ⑦ ）

⑦ 及 び ⑨ 控 除 後 の 課 税 価 格
（ ① － ⑦ － ⑨ ）

住 宅 資 金 特 別 控 除 額
（②の金額と⑥の金額のいずれか低い金額）

①

（
第
二
表

）

〔相続時精算課税分に係る明細〕

⑬

00

,000

過 去 の 年 分 の 申 告 に お い て 控 除 し た 住 宅
資金特別控除額の合計額（最高1,000万円）

住 宅 資 金 特 別 控 除 額 の 残 額
（ 1,000 万 円 － ⑤ ）

過去の年分の申告において控除した特別控除額の
合 計 額 （ 最 高 2,500 万 円 ）

⑤

⑥

⑪

特 定 同 族 株 式 等 特 別 控 除 額 （ 500 万 円 ） ⑨

① の う ち 特 定 同 族 株 式 等 の 額 ③

（通知用）

氏名 殿

この表は、「平成　　年分贈与税　　　　　通知書及び加算税の賦課決定通知書」第一表の「○課税標準等及び税
額等の計算明細」の「Ⅱ　相続時精算課税分」欄の特定贈与者ごとの計算明細です。

○課税標準等及び税額等の計算明細

円 円 円

00

,000

過去の年分の申告において控除した住宅
資金特別控除額の合計額（最高1,000万円）

住 宅 資 金 特 別 控 除 額 の 残 額
（ 1,000 万 円 － ④ ）

過去の年分の申告において控除した特別控除
額 の 合 計 額 （ 最 高 2,500 万 円 ）

④

⑤

⑨

（
第
二
表

）

〔相続時精算課税分に係る明細〕

⑪

区　　　　　　　　　　　　分

① の う ち 住 宅 取 得 等 資 金 の 額 ②

① の う ち 住 宅 取 得 等 資 金 以 外 の 額
（ ① － ② ）

翌年以降に繰り越される住宅資金特別控除額
（ 1,000 万 円 － ④ － ⑥ ）

⑥ の 控 除 後 の 課 税 価 格 （ ① － ⑥ ）

住 宅 資 金 特 別 控 除 額
（②の金額と⑤の金額のいずれか低い金額）

①

当初課税額(　　　額) 調　査　額 増減(△)差額

特定贈与者の氏名

翌 年 以 降 に 繰 り 越 さ れ る 特 別 控 除 額
（ 2,500 万 円 － ⑨ － ⑪ ）

⑬ に 対 す る 税 額 （ ⑬ × 20% ）

外 国 税 額 の 控 除 額

⑪ の 控 除 後 の 課 税 価 格 （ ⑧ － ⑪ ）

⑯差 引 税 額 （ ⑭ － ⑮ ）

⑭

⑮

00 00

⑩

⑫

,000 ,000⑬

⑦

特 別 控 除 額
（⑧の金額と⑩の金額のいずれか低い金額）

特 別 控 除 額 の 残 額 （ 2,500 万 円 － ⑨ ）

平成 　　年分贈与税　　　　　通知書
及び加算税の賦課決定通知書

⑧

③

⑥

財 産 の 価 額 の 合 計 額 （ 課 税 価 格 ）
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 
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改  正  後 改  正  前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


